（別紙２）

予算要求資料
平成29年度当初予算 支出科目 款：民生費 項：国民健康保険費　目：国民健康保険指導費
	事業名　国民健康保険財政安定化基金積立金


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　健康福祉部 地域福祉国保課 国民健康保険担当　電話番号：058-272-8434
E-mail：c11219@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　3,077,196千円（前年度予算額：654,681千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金
負担金
	使用料
手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県債
	一般
財源

	前年度
	654,681
	654,000
	0
	0
	681
	0
	0
	0
	0

	要求額
	3,077,196
	3,076,000
	0
	0
	1,196
	0
	0
	0
	0

	2月2日時点
査定額
	3,077,196
	3,076,000
	0
	0
	1,196
	0
	0
	0
	0

	決定額
	3,077,196
	3,076,000
	0
	0
	1,196
	0
	0
	0
	0


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
平成27年5月に、国民健康保険を持続可能な制度へと改革するための措置
等を定めた医療保険制度改革関連法が成立した。この改革では、平成30年度

から、国保の運営は都道府県と市町村が役割分担のもと共同で行うものとされ、
主に都道府県が財政運営責任を、市町村が保険料（税）の賦課・徴収、保険給
付、資格管理及び保健事業を担うこととなった。

平成３０年度からの制度改革に向け、国保財政の安定化を図るため、国の財
源措置により、県に財政安定化基金を設置し、その原資（Ｈ２７～２９年度
の３ヶ年）および運用収入の積み立てを行う。
（２）事業内容

　　給付増や保険料収納不足により財源不足となった場合に備え、一般財源から
の財政補填等を行う必要がないよう、都道府県（平成３０年度までに新設され
る国保特別会計）及び市町村に対し貸付・交付を行う。
【基金造成金額】　3,076,000千円
・平成29年度の国庫支出見込額（基金規模全国計約1,400億円）を基に国
　民健康保険被保険者数で按分して算出。
【基金運用収入】1,196千円（③＋④）
（H27造成分）
327,000,000円（①）×0.143％(※１)×365日/365日＝467,610円(②)
…H28運用収入額
327,467,610円（①＋②）×0.123％(※２)×365日/365日＝402,785円（③）
…H29運用収入予定額

　　（H28造成分）
644,340,000円×0.123％(※２)×365日/365日＝792,538円（④）
…H29運用収入予定額
(※１)預託利率は、H28.3.31現在の運用利息（確定）
(※２)預託利率は、H28.9.30現在のＣＤ中値
（３）県負担・補助率の考え方

・基金への積立は、国庫支出金及び基金運用収入を充てる。

（４）類似事業の有無
　 ・国民健康保険広域化等支援基金積立金
　 
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	積立金
	3,077,196
	上記２（２）のとおり

	合計
	3,077,196
	


	　２月２日時点の査定額の考え方　




	　決定額の考え方　




４　参考事項

（１）各種計画での位置づけ

・改正国民健康保険法第８１条の２（平成２７年５月２９日公布、平成３０年４

　月１日施行）
（２）基金条例の制定

・岐阜県国民健康保険財政安定化基金条例（平成２８年３月１８日公布・施行）
事業評価調書（県単独補助金除く）
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	県における国民健康保険財政安定化基金の設置により、新たな国保制度が始まる平成30年度以降、県及び県内市町村が医療給付費の増や保険料の収納不足により財源不足となった場合に貸付・交付を行うことができる体制を確保し、国保財政の安定化を図る。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	・積立額は、国庫支出金、運用収益及び貸付に対する償還金のみであり、指標にはなじまない。



（前年度の取組）

	・国の財源措置により基金積立を行った。



（前年度の成果）

	・基金積立により、平成３０年度からの国保改革に向けた国保財政の安定化に資することができた。
　



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	基金に国庫支出金及び運用益を積み立てることにより、基金総額が増額し、平成３０年度以降に貸付・交付事業を行ううえで必要な資金枠の拡大が図れることから、必要性は高い。


	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	　
基金の積み立てにより、平成３０年度以降の市町村への貸付・交付が可能となった。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	基金は、毎年度、最も確実かつ有利な方法で保管・運用している。


（今後の課題）

	平成３０年度からの基金の活用に向けて、国の検討状況を注視し、貸付等の要綱制定など必要な対応を行う。



（次年度の方向性）
	基金の原資である国庫支出金による積立は平成３０年度からの国保改革の開始までの３ヶ年（２７～２９年度）に限ったものであるため、以降は貸付・交付事業や償還金のほか運用益の積み立てを行うことになる。


